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E 中和化の論理と同価格水準対応 恒常存高性の諭蜘(2) (以上木号)



















































































〈注 2) 般にドイツ語!こは，後入先fl:l法にあたる語はなく，英語そ借用して LIFO-Verfah
"nとし、っている。 BestandsjungsteAnschaffungspreise (P. Jenni， Mate'Yial'Yerh-
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産である。 この原則は超過在高に対してのみならず 正常在高にもあてはまる。
したがって棚卸資産を 恒常在高という概念に包括することは税法上不可能であ
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の大小は，同量が同一価額で評価されるかぎり. (中和化の〕原則にとってどうでもよ


























20) Ebenda， S. 22 
21) Schmalenbach， a. a. 0.， 1.Aufl.， 1919， S. 90 
22) Schmalenbachが中和化の語を用いるのは.Dynamische Bilanzの4版， S. 209が最初
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~O (342) 第 95巻第4号
義をとる限しそれを資産および費用の評価に一貫させねばならない。原価主義・実現
土義の下で，同 価格水準対応のために中和化をおこなうことは，論理に反するものと
いむなければならない。これに対して，動態論は必らずしも実現主義の貫徹を意図する
ものでないと批判されるかもしれないが， ζ うした考え方は，未実現損失の計上をみと
めるとし、う意味で実現主義から離脱する場合にのみ問題となるもので，いまの場合と関
係なし、。(なお，同一価格水準対応ーの主張自体の検討は，後述の rv価格騰貴利益排
除の是非jの章でおこなう。〉 f未完〉
